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 1 改定の方針について 

 

1.1 今回の経営戦略改定の柱について 

 

令和７年度から令和 1６年度を計画期間と定めた今回の南富良野町簡易

水道事業経営戦略改定には以下を盛り込んだ計画とする。 
 

 

1. 水道料金の改定などにより財政基盤の確保に努めること 

理由 

① 簡易水道は本来、地方公営企業として利用者の負担を元手に運営す

る事業であるが、収入に占める水道料金の割合が低く、一般会計繰

入金1に過度に依存して財政基盤が弱いこと。 

② 平成２０年の料金改定から１６年改定をしていないこと。（令和６年

度地方公営企業法2一部適用）

③ 財政基盤を強化するため、現在の料金回収率約４８％から今後１０

年間で６８％以上を維持する必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 一般会計から投入されるお金のこと。財源は南富良野町の税金等。 

2 インフラに係る費用を収益によって賄うことを目的とした法律。一般会計とは異なった公営企業会計を採用し、民間企業の様に採

算性が重要視されている。一部適用はあくまでも南富良野町の一部組織とするため。 
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 2 方針の背景及び現状分析と経営課題について 

2.1 令和６年度予算数値と将来推計値 

以下の図は、企業会計移行後の令和６年度の予算及び財政シミュレーションに基づく推計です。今

後、更新費用や維持管理費の増加及び人口減少による料金収入の減少が進み、繰入金（３条及び 4 条

合計）の割合が増加することが見込まれます。 

 

 
 

 

 

2.2 南富良野町簡易水道事業の経営課題 

 

以下の理由から財源が不足するので、早急な対策が必要になっています 

 

1. 今後、更新費用や維持管理費の増加及び人口減少による料金収入の減

少が進み、町からの繰入金の割合が増加する。 

2. 供用開始後、６０年を経過してもなお、料金回収率が低く、資本費に

充当する財源がない。 

3. 上下水道システムの急所施設や避難所等の重要施設に接続する上下水

道管路等について、上下水道一体で耐震化を推進するための上水水道

耐震化計画の策定が求められています。（計画期間は原則、令和７年度

から５年程度とする。） 

  

図 a 令和６年度予算と令和 16 年度推計の損益計算書比較 
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図ｂ 経営戦略の対象事業及び計画期間 

 

 3 本経営戦略改定後の見通し 

3.1 対象事業及び計画期間 

本経営戦略は、簡易水道事業を対象としています。 

 

経営戦略は中長期的な経営の基本計画であり、10 年以上を基本としていることから、本経営戦略の

計画期間は、令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間とします。 

 
 

 

3.2 実現のためのロードマップ 

総務省「経営戦略の改定推進について」に基づき、「料金回収率の向上に向けたロードマップ」を以

下に示します。 

料金回収率の向上に向けて、令和 14 年度から令和 15 年度に水道料金の在り方を検討し、令和 16

年度に料金の改定を予定します。また、料金改定の結果を経営戦略へフィードバックするため、料金

改定の 3 年後に経営戦略の見直しを行うサイクルを確立します。 

 

 
 

3.3 業績目標 

ロードマップに従い、料金回収率の向上に向けた業績目標を以下に示します。類似団体区分(C3)に

おける料金回収率の平均値は R4 実績値で 64.39％です。10 年後には平均値を超える 68％を目標とし

ます。 

 
 

ア．実施予定時期 

令和 7（2025）年度～令和 16（2034）年度（10 年間） 

H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

南富良野町簡易水道事業経営戦略

（H28年度策定）

南富良野町簡易水道事業経営戦略

（R6年度改定）

図ｃ 料金回収率の向上に向けたロードマップ 

 

 

図ｄ 料金回収率の向上に向けた業績目標 
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イ．料金回収率向上に向けた具体的な取組み 

 4 年に 1 度見直すサイクルを確立し、毎年、目標数値と予算、決算数値との比較を行い、料

金回収率の向上に取組みます。 

 

ウ．将来の経営改善に向けた協議継続案件 

 ・人件費を一般会計で負担する 

  →料金回収率は他会計補助金をいれても向上しない。今後の料金改定で住民に負担をかけな

い為に一般会計で負担する方向で考える。 

 

 ・効率的な組織体制の構築（課の統合） 

 ・漏水調査を実施し有収率の向上をはかる 

 ・未納者に対する徴収業務（転居者の追跡調査等）を強化し、未収金の減少・収納率の向上 

 ・スマートメーターの導入（DX の推進） →検針業務の効率化、利用者サービスの向上等 

・照明器具の LED 化（GX の推進）→電気料金の削減及び脱炭素化社会の実現 

 

エ．広域で考える経費節減 

・事務作業を共通化し、事務システムを一括調達とする 

・事務作業を広域で一括委託処理とする 
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 4 経営戦略 
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第 1 章 各種統計 
 

1 簡易水道事業の現状と課題 

 

1.1 簡易水道事業の沿革 

●幾寅地区簡易水道事業の沿革 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

創設事業 S39.5.12 39 環第 2240 号 2,000 人 300 ㎥/日 創設事業 

第１次拡張 S51.6.16 衛施第 48 号 2,000 人 400 ㎥/日 水量拡張 

第 2 次拡張 S59.6.27 衛施第 278 号 2,000 人 700 ㎥/日 水量拡張 

第 3 次拡張 H9.4.4 衛施第 2-34 号 1,950 人 1,100 ㎥/日 水量拡張 

第 4 次拡張 H22.4.1  1,836 人 960 ㎥/日 水源変更 

 

●下金山地区簡易水道事業の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

創設 S45.3.31 環第 403 号 1,000 人 150 ㎥/日 下金山沢川 

 

●金山地区簡易水道事業の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

創設 S39.5.9 39 環第 2239 号 2,000 人 300 ㎥/日 水源：幌加の沢

川 

取水地点変更 S51.6.30 衛施第 59 号 2,000 人 300 ㎥/日 幌加の沢川及び

古希の沢川 

統合 H7.5.18 衛施第 3-6 号 740 人 285 ㎥/日 金山・下金山統

合 

取水地点変更 H20.3.31 環保第 1675 号 527 人 285 ㎥/日 幌加の沢川 

 

●落合地区簡易水道事業の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

創設 S40.7.26 40 環第 2828 号 1,800 人 270 ㎥/日 内の沢川 

浄水方法変更 H14.3.29 環保第 13-14 号 261 人 159 ㎥/日 内の沢川 

 

●北落合地区簡易水道事業の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

 S29  259 人 148 ㎥/日 国営開墾建設事業 

 S62  259 人 148 ㎥/日 道営開拓地整備事業 

創設 H3.5.29 衛施第 9-1 号 261 人 159 ㎥/日  
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●東鹿越地区飲料水供給施設（専用水道）の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

 S52    施設建設 

 H 元    給水区域拡張 

専用水道届出 H14.9.9  27 人 29 ㎥/日 施設等変更なし 

 

●かなやま湖森林公園地区専用水道事業の沿革 H29.7 事業統合 

区分 認可年月日 認可番号 計画給水人口 計画給水量 備考 

 S52    町立湖畔野営場給水施設 

 S56    ポンプ井・配水池増設 

 S61    浄水池増設 

 H5    配水管増設 

 H7    配水管増設 

 H10    浄水場・配水池増設 

専用水道届出 H14.9.9   250 ㎥/日 施設変更なし 
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1.2 簡易水道事業の現状 

 

（１）施設概要 

本町の主な簡易水道施設は、以下のとおりです。（R４水道統計値） 

項目 数値 項目 数値 

行政区域内総人口 2,269 人 給水区域面積     45.82 ㎢ 

計画給水人口 2,434 人 給水開始年月日 S39.12.1 

現在給水人口 2,166 人 統合認可年月日 H29 統合済 

水道普及率   95.25% 職員数 3 名 

計画給水量 1,714 ㎥ 年間取水量 335,894 ㎥ 

1 日最大給水量 1,233 ㎥ 配水能力 1,714 ㎥/日 

  年間浄水量 

305,357 ㎥ 

計画 1 日最大取水量内訳 

表流水（自流） 

 ７カ所 335,894 ㎥ 

 

給水原価・供給単価 給水原価  562.31 円/㎥ 

供給単価  251.19 円/㎥ 

年間給水量 

305,357 ㎥ 

1 日最大給水量 

1,493 ㎥ 

 

          

内訳 

有収水量 237,459 ㎥ 

 生活用 138,176 ㎥ 

 その他 99,283 ㎥ 

無収水量 65,066 ㎥ 

無効水量 2,832 ㎥ 

給水件数 1,149 件 

配水池  

配水方式 

 

自然流下式 

池数  29 池 

容 量 1,581 ㎥ 

管路総延長 

81,233m 

導水管 11,019m 

送水管 9,944m 

配水管 60,270m 

① ダクタイル鋳鉄管 6,518m(導水管 2,837m・送水管 2,580m 

・配水管 1,101m） 

② 鋼管 699m(導水管 400ｍ、配水管 299m） 

③ 硬質塩化ビニル管 66,054m(導水管 5,850ｍ、送水管 6,614ｍ、配水管 53,590m) 

④ ポリエチレン管 7,030m(導水管 1,000ｍ、送水管 750ｍ、配水管 5,280m） 

⑤ 鋳鉄管 932m(導水管 932m） 

水質検査 

水質基準不適合回数         

       ０回 

全検査回数 １２回 

毎日項目 自己検査 鉛製給水管使用件数 把握している   ０件 

毎月項目 指定検査機関 法定耐用年数超過延長 把握している   ０ｍ 

全項目  指定検査機関 耐震管    

耐震管延長    ０m 

耐震適合管延長 

8,941m 

 

 

 

把握している  

導水管 0m 

送水管 0m 

配水管 8,941m 

全施設の電力使用量 226,546kwh 
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（２）区域内人口、処理水量及び有収水量の推移 

① 給水人口及び普及状況 

本町では、町全体に当たる行政区域内の人口減少が進む中で、給水人口も緩やかに減少傾向にあ

ります。本町の水道普及率は 95％前後となっており、区域の拡張及び未普及地域解消など、今後新

規に施設を建設する見込みはありません。 

 
 

 

 

② 有収水量及び有収率 

簡易水道事業全体において、人口減少が進み、年間有収水量及び有収率は年々減少傾向にありま

す。 

 
 

R1 R2 R3 R4 R5

2,404 2,357 2,332 2,317 2,269

2,286 2,235 2,215 2,207 2,166

95.09 94.82 94.98 95.25 95.46

行政区域内人口

現在給水人口

普及率

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

2,250

2,300

2,350

2,400

2,450

R1 R2 R3 R4 R5

行政区域内人口 現在給水人口 普及率
（人） （％）

R1 R2 R3 R4 R5

308.49 305.65 340.23 305.35 307.82

245.19 244 249.95 237.45 241.92

79.48 79.83 73.47 77.76 78.59

年間総配水量

年間総有収水量

有収率

0

25

50

75

100

0

50

100

150

200

250

300

350

400

R1 R2 R3 R4 R5

年間総配水量 年間総有収水量 有収率

（千㎥） （％）

図 1-1 給水人口及び普及状況の推移 

図 1-2 年間有収水量及び有収率の推移 
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（３）簡易水道の料金体系及び道内比較 

① 簡易水道の料金体系 

本町の水道料金については、用途別基本料金と従量料金を組み合わせた料金体系を採用していま

す。 

簡易水道事業運営の基本となる財源は料金収入で、その不足分は一般会計が補填しています。簡

易水道事業は料金収入で維持費分は賄っていますが、今後料金が減収になると更なる一般会計から

の補てんが必要となります。  

町の料金体系は用途別で基本料金(基本水量 10 ㎥)＋従量制です。月 20 ㎥使用で 4,399 円(消費

税込み)です。 

料金は平成 20(2008)年 4 月に改定して以降は消費税率の改正に伴う改定しか行っていません。

現在の料金は令和 2 年 1 月 1 日に消費税率の改定したものです。 

現行の料金体系は、次の表 1-2 のとおりです。 

 

 

 

用途 

基本料金（1 か月につき） 超過料金 
（１㎥につき） 

水量 料金  

一般用 ８㎥まで  １，７１１円  ２２４円 

事業所用 １８㎥まで  ３，４３９円  ２２４円 

営業用 １８㎥まで  ３，８９２円  ２５４円 

浴場用 １８５㎥まで  １０，５７１円  １３９円 

畜産用 ６０㎥まで  ９，４２９円  １６２円 

臨時他 １㎥まで  ５２０円  ８７４円 

 

  

表 1-1 簡易水道料金体系表 
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② 北海道内の簡易水道料金の比較 

本町と他自治体における事業別・類型別の水道料金の比較は、次の図のとおりです。 

本町の水道料金については、比較団体の平均値を上回っています。類似団体区分は「D3」になり

ます。 

 

※簡易水道の料金については、20 ㎥と仮定しており、消費税を含んだ金額となっております。 

※総務省のホームページ 令和 4 年度簡易水道事業経営比較分析表より抽出 

※令和 5 年 3 月末日時点での比較を行っております。 

 

 
 

 

  

図 1-3 北海道内の類似団体別の簡易水道使用料 
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（４）簡易水道料金収入の推移 

料金収入は、令和元年度の約 5.9 千万円から令和６年度では約 5.6 千万円と緩やかに減少してお

ります。（令和 5 年度までは特別会計となっており税込みの金額。令和 6 年度からは地方公営企業

法適用となり税抜き額での表示となります）。 

R４年度に一時的に料金収入が減少しているのはコロナ過で 2 ヶ月分減免を実施した為です。 

また、本町の平均世帯（2 名）の場合の 1 月当たりの料金収入については緩やかに減少しており

ます。 

 

 
 

 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R6(見込）

使用料収入額 59,593 60,480 62,213 56,707 60,769 56,038

１世帯(大人２名)の1ヶ月使用料 4,345 4,510 4,681 4,282 4,676 4,362

59,593

60,480

62,213

56,707

60,769

56,038

4,345

4,510

4,681

4,282

4,676

4,362

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

R1 R2 R3 R4 R5 R6(見込）

使用料収入額 １世帯(大人２名)の1ヶ月使用料

（千円） （円）

図 1-4 簡易水道料金収入の推移 
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1.3 将来の事業環境 

（１）将来予測の方法 

① コーホート要因法 

「コーホート要因法」とは、各コーホート（同じ年又は期間に生まれた人々の集団）について、

「自然増減」（死亡と出生）及び「純移動」（転出入）という二つの「人口変動要因」それぞれに

ついて将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する方法です。 

推計の基礎となる過去の実績人口に特殊な変動があった場合は、推計対象期間内の将来人口に

特殊な変動が予想されるため、過去の実績に基づく変化率が将来人口の推計に適さないと思われ

る場合は、この方法を用いることが推奨されています。 

 

② コーホート変化率法 

「コーホート変化率法」とは、各コーホートについて、過去における実績人口の動勢から「変

化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。 

推計する将来が、比較的近い将来の人口で、変化率の算出基礎が近い過去に特殊な人口変動が

なく、また推計対象となる近い将来においても特殊な人口変動が予想されない場合は、比較的簡

便なこの方法を用いることができます。 

今回計画の経営戦略においては適さないため、除外しています。 

 

③ 日本の地域別将来推計人口 

国立社会保障・人口問題研究所において、将来の人口を都道府県別、市区町村別に求めること

を目的としたものです。今回の計画で採用している方法です。 

各論の根拠資料については、令和 2 年（2020）年の国勢調査をもとに、将来人口推計を男女年

齢（5 歳）階級別に行ったものです。 

（https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/t-page.asp） 

 

 

  

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson23/t-page.asp


 

23 

（２）行政区域内人口の見通し 

本経営戦略の基本となる将来における本町の人口については、国立社会保障・人口問題研究所の

推計値により算出した数字を用いています。推計値では令和 17 年（2036 年）には 1,913 人となり

令和 5 年（2023 年）の 2,269 人から 16％減少する見込みです。 

 

 
 

 

 

（３）簡易水道人口の見通し 

本町の給水人口の見通しは、次の図 1-6 のとおりです。 

 
 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

行政区域内人口 2,357 2,332 2,317 2,269 2,243 2,218 2,188 2,158 2,128 2,098 2,067 2,036 2,005 1,974 1,943

給水人口 2,235 2,215 2,207 2,166 2,141 2,117 2,089 2,060 2,031 2,003 1,973 1,944 1,914 1,884 1,855

普及率 94.82 94.98 95.25 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46 95.46

2,243 

1,943 
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95.46 95.46
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R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

行政区域内人口 給水人口 普及率

（％）（㎥）

推計実績・見込

図 1-5 行政区域内人口の見通し 

図 1-6 給水人口の見通し 
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（４）年間総配水量及び有収水量の見通し 

本町の有収水量及び有収率の見通しは、次の図 1-7 のとおりです。有収率は R5 の有収率 78.59％

を将来の有収率と仮定して推計しています。有収水量は今後 10 年間で 16％減少する見込みです。 

 

 
 

 

 

 

（５）料金収入の見通し 

本町の料金収入の見通しは、次の図 1-8 のとおりです。今後 10 年間で 21％減収となる見込みで

す。※本経営戦略収支計画の数値を反映しています。 

 

  

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年間総配水量（㎥/年） 308,493 305,653 340,233 305,357 307,829 301,627 298,246 294,301 290,216 286,130 282,186 277,959 273,874 269,647 265,421 261,335

有収水量（㎥/年） 245,196 244,004 249,954 237,459 241,928 234,747 232,115 229,045 225,866 222,686 219,616 216,327 213,147 209,858 206,568 203,389

有収率（％） 79.48 79.83 73.47 77.76 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59 78.59

301,627 

261,335 

234,747 

203,389 

78.59 78.59 
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100
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100,000
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

年間総配水量（㎥/年） 有収水量（㎥/年） 有収率（％）

（％）（㎥/年）

推計実績・見込

図 1-7 有収水量及び有収率の見通し 

図 1-8 料金収入の見通し 
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1.4 簡易水道事業の経営課題 

 

■ 財政上の課題 

1. 今後、更新費用や維持管理費の増加及び人口減少による料金収入の減少が進み、町からの繰

入金の割合が増加します。 

2. 供用開始(昭和 39 年)、60 年を経過してもなお料金回収率が低く、資本費に充当する財源が

ありません。 

 

■ 災害危機管理対策 

想定される巨大地震、浸水、渇水などの自然災害や新型コロナウイルス等の感染症が発生した

場合においても事業が継続して行えるように、これらに対応するための施設の整備や業務継続体

制の強化がこれまで以上に求められています。 

 

■ 管・施設の効率的な運用 

今後、法定耐用年数を経過する簡易水道施設が多く、多額の更新費用が必要となります。簡易

水道施設の更新に当たってはアセットマネジメント計画に基づき、お客様が安心して簡易水道を

使い続けられるよう、管・施設を効率的に更新・運用します。 

 

■ 技術の承継及び人材の育成 

今後は、技術系職員の高齢化が見込まれており、これまで培ってきた現場対応力や危機管理な

どの技術力の継承が課題となっています。また、職員数の減少によるサービスの低下を招かない

ように、機能的な組織づくりに努め、災害危機管理対策の面からも、包括的業務委託など民間活

用に過剰に依存することなく、本来、行政職員がするべき根幹業務について、検討しながら、簡

易水道事業に携わる人材を育成していく必要があります。 
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2 水道料金の適正水準 

 

2.1 料金対象経費の予測と料金適正水準の検討 

本町の水道料金で回収すべき経費をどの程度料金収入で賄えているかを示す料金回収率は、令和 4

年度決算で 41.4％となっています。本来は 100%が適切です。 

今後は、人口減少等による料金収入の減少や施設等の老朽化に伴う更新需要（建設改良費）の増大

が見込まれることから、経営環境は一層厳しさを増していくものと考えられます。 

サービスを持続的及び安定的に提供していくとともに、町民全体の公平な受益の観点を考慮し、基

準外繰入金に依存した経営状況からの脱却を図り、地方公営企業の原則である独立採算を早急に達成

し、適正な料金収入をもって自立的な経営を目指す必要があるため、水道料金としてどの程度の水準

が適正であるか検討します。 

 

2.2 料金水準の見直しとその影響について 

料金水準については、本来であれば料金回収率として 100%が望ましい姿ですが、ここでは給水原

価となる各数値を適切に捉えるとともに、町民生活への影響を最大限に考慮し、今後の事業経営に必

要となる料金水準を検討します。 

 

 

 

3 投資・財政計画 

 

3.1 投資計画の検討 

本町での社会人口問題研究所発表の人口推移をもとに処理区域内人口から有収率等により想定さ

れる料金収入の見通し、アセットマネジメント計画に基づく更新等を考慮しながら投資額の平準化を

図り、収支均衡がなされるよう検討します。  

さらに、建設改良等での住民インフラ整備が重要であることから、その財源を確保するためにどの

時期にどういった施策が必要になるか検討します。 

 

3.2 今後の財政運営上の基本方針 

本町において、想定される巨大地震、浸水、渇水、寒波、大雪などの自然災害や新型コロナウイル

ス等の感染症が発生した場合においても事業が継続して行えるように、緊急対応するために必要とな

る資金の確保も含めた財政運営を基本方針とします。 
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3.3 将来シミュレーションの実施及び前提条件 

 

●収益的収支の前提条件 

収支項目 前提条件 

収益   

 

料金収入 

R6 水道料金をもとに人口減少率を乗じて推計 

料金単価 令和 6 年度当初予算をもとに推移 

有収水量 
年間総処理水量(水洗化人口の増減率を前年度総処理水量に乗じて

算定)に、有収率（令和 6 年度推測値を固定推移）を乗じて算定 

水洗化人口 

現在処理区域内人口(行政区域内人口に普及率（令和 5 年度決算値を

固定推移）を乗じて算定)に、水洗化率（令和 5 年度決算値を固定推移）

を乗じて算定 

一般会計繰入金 
基準内繰入金 繰出基準に基づき推計 

基準外繰入金 当期純利益が不足しないよう繰入額を調整して推計 

長期前受金戻入 
固定資産の取得に充てた財源である国庫補助金等を計上した長期前受金から、固

定資産の減価償却費等見合い分を順次収益化するものとして推計 

その他  

費用 

職員給与費 令和７年度より計上しない 

維持管理費 

（職員給与費を除く。） 
令和 6 年度予算をもとに、毎年 2.0%の物価上昇率を見込む額を推計 

減価償却費 法定耐用年数に基づき個別に推計 

企業債利息 
企業債の元利償還見込に基づき、計画期間中の新規発行債の償還利子を個別に算

定 

その他 令和 7 年度以降も計上が見込まれる額を推計 

 

●資本的収支の前提条件 

収支項目 前提条件 

収入 

企業債 将来計画している建設改良費の財源に充てる企業債、資本費平準化債及び特別措置

分について推計 

他会計補助金 資本的収支不足額に対して補てん財源が不足しないよう繰入額を調整して推計 

他会計負担金 計上していない 

国庫補助金 将来計画している建設改良費の財源として推計 

その他 計上していない 

支出 
建設改良費 建設改良費については、建設事業計画から推計 

企業債償還金 企業債の元利償還見込に基づき、計画期間中の新規発行債の償還元金を個別に算定 
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3.4 財政計画の策定 

（１）当期純利益、繰越利益剰余金及び資金残高 

 
 

 

令和７年度以降は、水道料金収入と事業経費は収支均衡になるように他会計補助金で調整しており

ます。繰越利益剰余金についても、収支均衡となっている為、増加しない見込みです。 

資金残高については、令和 16 年度で営業収益である水道料金 3 年分の約 171 百万円の見込みです。

資金残高については収益的収支を収支均衡にする為に基準外繰入金で賄っている為に積みあがって

いく状況ですが、将来の更新費用の原資の為にある程度保持しておく必要があります。 

 

 

  

図 1-9 当期純利益、繰越利益剰余金及び資金残高の見通し 
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（２）料金収入及び料金回収率 

 
 

 

令和 7 年度以降は、人口減少等による有収水量の減少により、料金収入も減少していくことが見込

まれます。 

一方で、令和７年度以降の料金回収率については、人口減少による料金収入の減少と地方公営企業

法適用による経費の増により有収水量に対する給水原価が高まり、料金回収率が低下する見込みです。 

本来であれば、独立採算制の観点からも一般会計繰入金（基準外）に依存しない事業経営が求められ

ているところであり、徐々にその金額を減少させることが必要であると考えております。 

今後は、料金改定を含めた抜本的な経営改善が必要となります。 

 

  

図 1-10 料金収入、給水原価及び料金回収率の見通し 
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（３）収益的収支、基準内繰入金及び基準外繰入金 

 
 

 

令和６年度以降は、人口減少等による有収水量の減少により、料金収入も減少していくことが見込

まれます。 

一方で、補塡財源不足として、内部留保資金が枯渇しないよう、毎年度一般会計からの基準外繰入

金で賄っていることから、各年度の収益的収入が一定とならない見込みとなっています。 

本来であれば、独立採算制の観点からも一般会計繰入金（基準外）に依存しない事業経営が求めら

れているところであり、徐々にその金額を減少させることが必要であると考えております。 

R7 年度からは人件費を一般会計で負担することにより基準額繰入額が大幅に減少する見込みとな

っております。 

しかし、今後の更新費用増大、物価上昇を見込んだ経費増大に備えて、料金改定を含めた抜本的な

経営改善が必要となります。 

 

  

図 1-11 収益的収支、基準内繰入金及び基準外繰入金の見通し 
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（４）資本的収支、基準内繰入金及び内部留保資金 

 
 

 

資本的収入については、起債償還金額の減少とともに発行額収入も減少していくことが見込まれま

す。 

独立採算制の観点からも一般会計繰入金（基準外）に依存しない事業経営が求められております。

本町においては、資本的収入が不足する分については、当年度損益勘定留保資金 1 で充当することで

基準外繰入金を計上しない方向で考えます。 

今後は、水道料金改定を含めた抜本的な経営改善が必要となります。 

 

 

1：実際にお金が減ったり増えたりしていないもの。減価償却費や長期前受金戻入などを整理したもの。  

図 1-12 資本的収支、基準内繰入金及び内部留保資金の見通し 
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3.5 指標分析 

 

■ 経常収支比率（%） 
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■ 累積欠損比率（%） 

 

 
 

  

分析指標の意味（何が分かる？）

　営業収支に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補填

することができず、複数年にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標で、0％であることが求めら

れます。

本町の分析指標からわかること

　収益収支不足分については、一般会計からの繰入金によって賄っており、今後も収支均衡を保ちながら

運営していく見込みです。

算定方法

累積欠損金比率＝
望ましい向き　↑当年度未処理欠損金

×100
営業費用-受託工事収益 累積欠損金比率　≒　０％

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

南富良野町 比較団体平均 全国平均

（％）

推計実績・見込

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

南富良野町 - - - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

比較団体平均 - - - ―

全国平均 - - - ―



 

34 

■ 流動比率（%） 
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■ 料金回収率（%） 
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■ 給水原価（円/㎥） 
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■ 有形固定資産減価償却率（円/㎥） 
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第 2 章 事後検証と経営戦略の見直し 
 

1 事後検証 

毎年度、投資・財政計画と実績値の比較等による分析及び検証を行います。また、少なくとも 5 年

ごとに中期的な経営分析及び検証を行い、基本方針に基づいた施策が実行されているか進捗状況を確

認します。 

このような取組を行うことで職員の経営意識を高め、本経営戦略の目指す目標達成に向け改善を図

りながら水道事業及び下水道事業運営を行っていきます。 

 

 

2 経営戦略の見直し  

 

本経営戦略は令和７年度から令和 1６年度までの 10 年間を計画期間としております。 

この期間中、毎年度の進捗管理を踏まえ、目標値と実績値の比較分析を確実に実施するために、

PDCA サイクルに基づき、計画の策定（PLAN）、事業の実行（DO）、達成度の評価（CHECK）、改善

（ACTION）を行い、フォローアップしていきます。 

具体的には、各年度において決算実績値と事業の実行（DO）との比較、及び達成度の評価（CHECK）

を行い、改善（ACTION）の必要性があれば計画の策定（PLAN）の見直しをすることで各年度予算編

成にも活用します。 

このように PDCA サイクルを実施することにより、今後の事業を取り巻く環境の変化や住民のニー

ズに適切に対応できるよう、健全な事業運営を行っていきます。 

このうち達成度の評価及び改善については、モニタリング及びローリングにより実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 PDCAサイクル

図 

PLAN（計画） DO（実行）

　・各年度の予算編成 ・計画に沿った事業の実施

　・従来の実績をもとにした将

　　来予測、計画の作成

　ACTION（改善） CHECK（評価/検証）

　・結果に基づいた事業改善 ・計画と実績の比較検証、

　・計画の見直し 　評価
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第 3 章 投資・財政計画 

 

1 投資・財政計画 
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令和 7 年３月 

南富良野町簡易水道事業経営戦略 

 

〒079-2402 北海道空知群南富良野町字幾寅 867 番地 

Tel 0167(52)2179 

南富良野町役場 建設課上下水道係 


